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経済正常化を目指す2023年の中国 
重要会議で「ウィズコロナ」下の経済政策を決定 
 

 

○ 中国の中央経済工作会議が、2023年の経済運営方針を決定した。ゼロコロナで傷んだ経済の正常

化を優先させる。積極的な財政政策と穏健な金融政策を続け、内需拡大を図る 

○ 中国は2022年12月、経済への弊害が目立つ「ゼロコロナ」から感染対策と経済活動を両立させる

「ウィズコロナ」へと急転換。突然の規制緩和により、感染は足元で爆発的に拡大 

○ 2023年の中国経済は、年前半に感染再拡大で景気悪化のリスクがあるものの、感染が一巡すると

みられる年後半にかけて、不動産投資の底入れも相まって緩やかに持ち直す見通し 

 

１．「ゼロコロナ」から「ウィズコロナ」へ急転換、感染は足元で爆発的に拡大 

習近平指導部は、2022年12月15～16日に中央経済工作会議（以下、会議）を開催し、2023年の経済

運営方針を決定した1。ゼロコロナで大きな痛手を受けた経済の正常化を優先する構えを明確にした。 

中国のコロナ対策は、感染拡大を徹底して封じ込めるゼロコロナ政策に対する不満が市民による抗

議活動に発展したことを契機として、12月に大きく転換した。12月6日に開催された党政治局会議2は

「動的ゼロコロナ（動態清零）」のスローガンに言及せず、国務院が7日に出した通達3で自宅隔離の

容認、行政区内での一斉PCR検査の廃止、公共交通機関などでのPCR陰性証明提示の中止といった防

疫措置の大幅な緩和に踏み込んだ。これにより、湖北省武漢市での新型コロナウィルス発生以来3年近

くに及んだ「ゼロコロナ」は実質的に解除された。足元、「ウィズコロナ」への転換が急速かつ不可

逆的に進んでおり、原則として感染者の自宅隔離は求められるものの、ロックダウンなどの封鎖措置

や行動制限は完全に撤廃された状態となっている。 

ただ、コロナ規制が緩和されたことで、感染が爆発的に拡大しており、発熱外来に患者が殺到し、

医療資源がひっ迫している。北京など多くの都市で火葬場がパンク状態に陥っているとの報道もあり、

高齢者を中心にコロナ感染による死者が急増している可能性が高い。ゼロコロナ実質解除後、国家衛

生健康委員会による公式統計の感染者数は減少傾向にあった（次頁図表1）が、12月14日にはPCR検査

体制の大幅な縮小に伴って無症状感染者数の発表を停止し、25日には感染確定者数の発表も取りやめ、

傘下の中国疾病予防コントロールセンターに発表させることとした。統計が感染実態を反映しなくな

っていることから、省庁レベルで発表すれば誤解を招くと判断したとみられる。 

衛生当局の内部会議において、12月1～20日の間に全国で2.48億人が感染したとの推計が示されたと

の報道があり、感染による死者は1日5,000人を超えているとも指摘されている。浙江省当局は12月25

日の記者会見において省内の感染者数が1日100万人を超えていると言及し、上海徳済医院のSNS公式

アジア 2022 年 12 月 26 日 みずほインサイト 

調査部アジア調査チーム主任エコノミスト 

月岡直樹 
080-1069-6684 

naoki.tsukioka@mizuho-rt.co.jp 



2 
 

アカウントは、12月17日までに上海市人口の約5分の1に当たる543万人が陽性者になったと推計し、感

染ピーク時にはこれが1,250万人に達する見通しを示している。 

当局は「オミクロン株の病原性は大幅に低下しており、直近の致死率は0.1％前後まで下がっていて、

インフルエンザと大差ない。圧倒的多数の人は、コロナと診断されても7～10日で回復する」4と伝え

るなど、市民の不安払拭に努めている。しかし、ゼロコロナに慣れた市民の多くは感染に対して強い

警戒心を抱いており、解熱剤などの医薬品を買い込み、在宅勤務や外出自粛で対人接触を減らす自衛

策をとっている。このため、行動制限が解除されたにもかかわらず、人の移動（モビリティ）は足元

で逆に大きく落ち込んでいる（図表2）。また、感染急拡大に伴って人手不足も深刻化しており、ゼロ

コロナ下でも活躍した配達サービスが配達員不足で遅滞しているほか、医療現場では退職者を再雇用

したり、医学生を動員したり、陽性者を出勤させる事態となっている。 

ゼロコロナを続けてきた中国は、コロナ発生当初以降に大きな感染の波を経験することがなかった

ことから、十分な集団免疫を獲得できていない。国産の不活性化ワクチンの接種は進んでいるが、メ

ッセンジャーRNAワクチン（以下、mRNAワクチン）に比べて効果が低いとされる上に、高齢者に限

ればその接種率も十分とはいえず5、当局があらためて接種を強く呼びかけている状況である。中国政

府は外国製mRNAワクチンの輸入使用を承認しておらず、国産mRNAワクチンの研究開発が進んでい

るものの、現時点で実用化には至っていない。この点からも、中国社会はコロナウィルスに対してな

お脆弱な状態にあるといえる。 

会議は、足元の状況を踏まえ、「ウィズコロナ」への転換を前提とした感染対策の強化を指示して

いる。「感染防疫と経済社会の発展をより良く統一調整」すること、すなわち感染対策と経済活動の

両立を強調した上で、「時と状況に合わせて感染防疫措置を最適化し、新段階における防疫各種措置

を真剣に実施し、市民の受診・服薬を保障し、高齢者や基礎疾患を有する者の防疫を重点的に強化し、

健康を守り、重症化を防ぐことに注力する」としている。ここで出てくる「新段階」とは「ウィズコ

ロナ」への過渡期を指すと考えられる。その上で、「流行期をスムーズに乗り切り、平穏な転換と社

会秩序の安定を確保する」ことを目指すとしている。「転換」とは「ウィズコロナ」への転換を意味

図表1 中国の新規感染者数 図表 2 主要都市の地下鉄乗客数 

   
（注）7日間移動平均。直近は12月24日 
（出所）国家衛生健康委員会、CEICより、みずほリサーチ＆テク

ノロジーズ作成 

（注）7日間移動平均。直近は12月24日 
（出所）Windより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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しているのであろう。こうした方針を踏まえれば、感染が今後さらに拡大したとしても「動的ゼロコ

ロナ」のスローガンが再び登場し、ゼロコロナに回帰する可能性はないといえよう。 

２．2023 年の最重要任務は内需拡大。拡張的な財政を維持し景気下支えへ 

会議が示した2023年の経済運営方針を見ていきたい。 

会議はまず、2022年の成果について「第20回党大会6を勝利のうちに開催し、社会主義現代化国家の全面

的な建設における壮大な青写真を描いた」などと強調した上で、足元の経済について「需要縮小、供給ショッ

ク、先行き期待低下という3重の圧力は依然として大きく、外部環境が動揺し不安定であり、中国経済にもたら

す影響が深まっている」と厳しい現状認識を示した（図表3）。そして、「中国経済のレジリエンスは強く、潜在力

は大きく、活力は十分」であり、各種政策の効果により2023年は「経済運行の総体的な回復」が見込まれるの

で、自信を持って経済運営に取り組むよう指示した。 

経済運営の基本方針は前年に引き続き「安定を第一とすること」であり、マクロ政策も「積極的な

財政政策と穏健な金融政策」という従来の方針を維持した。その上で、「質の高い発展を推進」し、ゼ

ロコロナ下で落ち込んだ「市場の自信を大いに高めて、内需拡大戦略と供給サイド構造改革を有機的

に結合」させ、成長・雇用・物価の安定を最優先とし、「経済の運行を合理的なレンジに維持する」

とした。このうち雇用の安定については、若年失業率が高止まりしている7ことから、若年層とりわけ

大卒者・専門学校卒業生の就職支援を最優先課題に据える考えを示した。 

「積極的な財政政策」は「効率の改善に力を入れる」とした上で、「必要な財政支出の強度を保持し、赤字・

専項債・利子補給などのツールの組み合わせを最適化する」と明記した。前年のような大規模な減税や企業

負担軽減策は盛り込まれていないが、相当規模の財政出動を行って景気を下支えする考えを示した形といえ

る。一方で、「財政の持続可能性と地方政府債務リスクのコントロールを保障する」と財政リスクにも目配りし、

中央の地方に対する財政移転を強化することも盛り込んだ。 

「穏健な金融政策」は「的確で力強いものとする」とした上で、「流動性を合理的に充足させ、広義の通貨供

図表3 中央経済工作会議のポイント 

 
（出所）新華社より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

項目 概要

現状認識 （中国経済における）需要縮小、供給ショック、先行き期待低下という3重の圧力は依然として大きく、外部環境が動
揺し不安定であり、中国経済にもたらす影響が深まっている

基本方針 質の高い発展を推進し、内需拡大戦略と供給サイド構造改革を有機的に結合させる。安定を第一とし、成長・雇用・
物価の安定を最優先とし、経済の運行を合理的なレンジに維持する

財政政策 積極的な財政政策。財政支出の強度を保持し、赤字・専項債・利子補給等のツールを組み合わせ、財政の持続可
能性と地方政府債務リスクのコントロールを保障する

金融政策 穏健な金融政策。流動性を合理的に充足させ、広義の通貨供給量（マネーサプライ）と社会融資規模の伸びを名目
ＧＤＰの伸びと基本的に一致させ、小規模零細企業・ハイテクイノベーション・グリーンな発展への支援を強化する

重点任務 ①国内需要の拡大に注力すること、②現代化産業体系の建設を加速すること、③「2つのいささかも揺るがず」を着

実に実施すること、④より大きな強度で外資を誘致・利用すること、⑤重大な経済金融リスクを効果的に防止・解消
すること

コロナ対策 防疫と経済社会発展をより良く統一調整する。状況に合わせて防疫措置を最適化し、新段階における防疫各種措
置を実施し、市民の受診・服薬を保障し、高齢者や基礎疾患を有する者の防疫を強化し、重症化を防ぐ。流行期を
スムーズに乗り切り、平穏な（ウィズコロナへの）転換と社会秩序の安定を確保する

不動産市場 市場の平穏な発展を確保し、住宅の引き渡しを保証する。業界の合理的な融資需要を満たし、再編・合併を推進す
る。買い換えを含む実需を支持する。「住宅は住むものであり、投機するものではない」との位置づけを堅持する
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給量（マネーサプライ）と社会融資規模の伸びを名目GDPの伸びと基本的に一致させる」と明記した。前年は

「穏健な」（中立的な）政策を維持しながらも、やや金融緩和に軸足を置いた表現となっていたが、今回はその

中立性を維持しつつもより金融緩和に傾いた形となっている。また、前年に続き、金融機関による小規模零細

企業、ハイテク・イノベーション、グリーンな発展への支援強化も盛り込んだ。 

会議は、2023年の経済運営における5つの重点任務を明記しているが、その筆頭に挙げられているの

が内需の拡大である8。足元はコロナの影響も大きいが、内需の弱さは中国経済にとって構造的な課題

でもある。内需は消費と投資であるが、会議は消費について「住宅の改善（買い換え）、新エネルギ

ー車、高齢者サービスなどの消費を支持する」と具体策に踏み込んだほか、投資についても「第14次

五カ年計画（2021～2025年）」が掲げる重大プロジェクトの実施を急ぐよう指示した。先進技術や重

要設備、エネルギー資源の輸入拡大も盛り込んだ。 

重点任務の第2は国内産業の建設である。サプライチェーンの分断に備えて「産業体系の自主コント

ロールと安全性・信頼性を保障」すると強調し、「新エネルギー、人工知能、バイオ製造、グリーン・

低炭素、量子コンピューティングなど先端技術の研究開発と応用普及を加速させる」と明記した。別

の個所では「科学技術政策は自立自強に焦点を当てる」とも強調しており、米国による対中デカップ

リングを意識してサプライチェーンのボトルネック解消やハイテク技術の国産化を急ぐ構えを示した。 

重点任務の第3には「“2つのいささかも揺るがず”を着実に実施すること」を挙げた。「2つのいさ

さかも揺るがず（両个毫不動揺）」とは、①公有制経済をいささかも揺るがず強固にして発展させる

こと、②非公有制経済の発展をいささかも揺るがず奨励・支持・誘導すること、を意味し、中国経済

にとって国有経済と民営経済いずれも重要であることを強調したスローガンである。会議がこのスロ

ーガンにわざわざ言及したのは、民営経済に対する統制強化と「国進民退」（国有経済の拡大と民営

経済の縮小）の動きに市場の懸念が高まっていることを意識したものと考えられ、「制度および法律

の面から国有企業と民営企業を平等に処遇」し、「政策および世論の面から民営経済と民営企業の発

展と強大化を奨励・支持」すると強調している。 

習近平政権は2020年の会議で「独占禁止の強化および資本の無秩序な拡張の防止」の方針を打ち出

し、ITプラットフォーマーに対する市場監督や学習塾サービスの規制を強化した。2021年の会議9では

「資本の野蛮な生長を防止する」と表現を強め、監督・規制をさらに厳格化させる構えをみせたが、

上海ロックダウンで景気の減速感が強まった2022年4月の党政治局会議10は「プラットホーム経済の健

全な発展を促進する」とスタンスを変化させていた。今回の会議では、「資本の無秩序な拡張の防止」

といった統制強化を示唆する表現が姿を消す一方、重点任務の第2の中で「プラットフォーマー企業が

発展のけん引、雇用の創造、国際競争において存分に力を発揮することを支持する」との表現が盛り

込まれた。監督・規制を緩めはしないものの、雇用面でも貢献が大きいプラットフォーマーの事業展

開に一定の配慮を示した形といえる11。 

重点任務の第4に掲げる外資政策では、これまでどおり「高水準の対外開放を推進する」とし、政府

購買・入札・標準制定における外資企業の平等な参加を保障することや知的財産権の保護を強化する

ことを明記した。環太平洋パートナーシップ協定（CPTPP）やデジタル経済パートナーシップ協定

（DEPA）などへの加盟に必要となる国内市場改革を主体的に推し進める考えも示した。また、「貿易

投資の商談に最大程度の利便性を提供する」と明記し、コロナ水際対策の緩和・撤廃を示唆した12。 
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３．2023 年の景気は感染再拡大の動向と不動産市場の回復次第に 

低迷長期化の様相を呈している不動産市場13の政策対応について言及しているのが重点任務の第5

である。中国の不動産市場は、2022年7月に表面化した住宅引き渡し遅延問題が尾を引いているところ

にゼロコロナ再強化が追い打ちをかけ、浮上のきっかけを見出せないまま沈み込んでいる（図表4）。

危機感を強める中国当局は、不動産ディベロッパーへの資金繰り支援の枠組みを整えて未完成物件の

工事完成・引き渡しを急がせており、11月には市場テコ入れのため追加の金融支援策を打ち出した14。 

会議は「住宅引き渡しを保証する」ことや「業界の合理的な融資需要を満たし、業界の再編・合併

を推進する」ことなど、市場テコ入れを継続する方針を明記した。当局はローン金利や頭金比率の引

き下げといった需要サイドへの働きかけも強めており、会議では「住宅は住むものであり、投機する

ものではない」とする従来の投機抑制方針を維持しつつも、買い換えを含む実需を後押しする姿勢を

あらためて示した。また、不動産ディベロッパーの経営破綻などによる市場の動揺が金融システムに

波及しないよう、「地域的・システミックな金融リスクを防止する」責任を強調した。 

足元の中国経済は、ゼロコロナ実質解除を挟んで大きく揺れている。11月の主要指標はゼロコロナ

再強化の影響で大幅に悪化し、特に消費は前年同月比▲5.9％までマイナス幅が拡大した（図表5）。12

月は感染急拡大でモビリティが大幅に低下しており、景気が一段と悪化する可能性が高くなっている。

不動産市場は、追加支援策を受けて投資の先行指標である不動産貸出の早期反転が見込まれる。 

2023年の中国経済は、感染再拡大の動向と不動産市場の回復次第となろう。感染拡大は帰省ラッシ

ュとなる春節（旧正月、2023年は1月22日）休暇を挟んで山場を迎えるとみられ、これに伴って行動抑

制がさらに強まることも予想される。その後も感染の波に合わせて医療体制がひっ迫し、経済活動も

落ち込みと回復を繰り返すとみられるが、ゼロコロナ実質解除後の爆発的な感染が一巡するとみられ

る年後半にかけて、景気は不動産投資の底入れも相まって持ち直す見通しである。ただし、欧米経済

の景気悪化による輸出減速もあり、その回復は緩慢なものとなろう。このため、みずほリサーチ＆テ

クノロジーズでは中国の2023年の実質GDP成長率が＋4.8％と、5％成長を下回ると見込んでいる15。 

図表4 不動産関連指標 図表 5 主要指標（消費、投資、生産） 

  
（注）みずほリサーチ＆テクノロジーズによる季節調整値 
（出所）中国国家統計局、CEICより、みずほリサーチ＆テクノロ

ジーズ作成 

（注）2021年は、2019年対比の成長率（2年平均）、毎年1・2月は

合計値の成長率 
（出所）中国国家統計局、CEICより、みずほリサーチ＆テクノロ

ジーズ作成 
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